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研究の背景 

• 政府が推進すべき自殺対策の指針「自殺総合対策大綱」で
は、自殺未遂者やその家族が必要に応じて精神科医療や生
活再建の支援が受けられる体制の整備など、自殺未遂者対
策の推進が大きな課題として謳われている 

• 自損行為による救急搬送事例には、自殺既遂事例とともに
自殺未遂・自傷行為事例が含まれる。よって、これらの事例
を分析することで、地域における自殺未遂を含めた自殺企図
の実態を把握できると考えられる 

• 自殺既遂事例については、人口動態統計や警察庁の自殺
統計により、全国および小地域別の動向を把握できる 

• その一方で、全国を対象とした自損行為による救急搬送事
例の詳細な分析は行われていない 
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研究目的 

1. 総務省消防庁が保有する全国の自損行為による救急搬送

データを分析し、わが国における自殺未遂も含めた自損行

為の実態を明らかにする 

 

2. 地域別の自損行為の実態を把握し、地域の実情に応じた

自殺対策を推進するための基礎資料とする 
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研究方法（1） 

分析対象 

• 2007～2011年の5年間に救急搬送に至った傷病事例、全
20,411,885例のうち、事故種別が「自損行為」であった事例、
224,706例（約1.1％） 

 

分析項目 

• 発生地域（都道府県、消防本部）、発生年月日、現場到着時
刻、年齢区分、居住地（管内・管外）、性別、発生場所、搬送
機関（告示別、管内・管外）、初診医による重症度評価（死亡
を含む） 
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※ 分析項目（提供項目）には、個人の氏名、住所、生年月日、電話番号等に関する情報は一切含まれない 



研究方法（2） 

統計解析 

• 基本集計とともに、母集団人口と対応付けて自損行為発生
率（人口10万対）を算出 

• 母集団人口（年次別） 

– 全国：総務省人口推計（各歳別） 

– 都道府県：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世
帯数調査 （5歳階級別） 

• 統計解析パッケージ：SAS version 9.4、R version 2.15.2 

倫理的配慮 

• 本研究は、（独）国立精神・神経医療研究センター倫理委員
会による承認を得て実施した 
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分析結果の解釈に際しての留意点 

• ウツタイン報告該当事案以外では報告が必須でないことから、性別、年
齢（各歳）情報に欠損が多い。そのため、男女別の分析結果の解釈には
注意を要するとともに、年齢に関しては「年齢区分」（少年 [7～17歳]、成
人 [18～64歳]、高齢者[65歳～]）を採用している 

• 分析対象者は医療機関に搬送された自損行為事例のみである 

• 分析対象者は救急隊が自損行為と判断した事例のみである。また、自殺
の意図の確認は行われていない 

• 同一人物による複数回の搬送事例が含まれており、自損行為の「実人
数」とは異なる 

• 「初診医による重症度評価」はあくまで医療機関搬送時点のものであり、
搬送後の転帰については追跡されていないため、情報バイアスの影響
が考えられる 

• 一部地域のデータが含まれていない 
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※ ウツタイン報告とは、院外心肺機能停止症例を対象とした統一された記録方法であり、国際的なガイドラインとして推奨され
ている（日本救急医学会ホームページ：http://www.jaam.jp/html/dictionary/dictionary/word/0919.htm） 



分析結果 



自損行為による救急搬送事例数 
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（事例数） 

事例総数は2009年をピークに緩やかな減少傾向にある 事例総数は2009年をピークに緩やかな減少傾向にある 



自損行為による救急搬送率（人口10万対） 
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（人口10万対の事例数） 

成人の搬送率が高いが、近年は減少傾向がうかがえる 成人の搬送率が高いが、近年は減少傾向がうかがえる 



転帰別 



初診医による自損行為の重症度の評価（2007-2011年） 
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高齢者では自損事例全体に占める死亡・重症例の割合が高く、 
64歳以下では中等症・軽症例の割合が高い傾向がうかがえる 
高齢者では自損事例全体に占める死亡・重症例の割合が高く、 
64歳以下では中等症・軽症例の割合が高い傾向がうかがえる 



月・時間帯別 



年次・月別に見た自損行為事例数（1日当たり） 
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2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 

（事例数） 

初夏～初秋にかけて多く、冬に少ないという季節周期性がうかがえる。 
また、2011年5月に前月比・前年同月比ともに急増している。 

初夏～初秋にかけて多く、冬に少ないという季節周期性がうかがえる。 
また、2011年5月に前月比・前年同月比ともに急増している。 



月別の自損行為事例数（1日当たり; 2007-2011年） 
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（事例数） 



時間帯別の自損行為事例数の構成割合（2007-2011年） 
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※ 入電時刻（通信回線等が消防機関に接続した時刻）に欠損が多いため、「現場到着時刻」を用いた 

64歳以下では夜間～深夜・早朝が多く、高齢者では午前～午後が多いことがうかがえる 64歳以下では夜間～深夜・早朝が多く、高齢者では午前～午後が多いことがうかがえる 



場所別 



居住地・発生場所別の自損行為事例数の構成割合 
（2007-2011年）  
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0% 50% 100%

少年 

成人 

高齢者 

発生場所 
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搬送機関別の自損行為事例数の構成割合（2007-2011年） 
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性・年齢区分別 

※ 事例総数の約14.8％で性別情報が把握できておらず、男女別の分析結果の解釈には注意を要する 



性別の自損事例数の構成割合（2007-2011年） 
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自損行為による救急搬送事例数（性・年次別） 
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自損行為による救急搬送率（人口10万対） 
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初診医による自損行為の重症度の評価（2007-2011年） 
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※ 「死亡以外」には医療機関搬送時点での重篤、重症、中等症および軽症例が含まれる 



都道府県別 

※ 住民基本台帳年齢別人口においては、都道府県別では5歳階級別人口しか提供されていないため、64歳
以下または65歳以上という年齢区分を採用している 



自損行為による救急搬送率 
（人口10万対; 2007-2011年; 総数） 
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北海道 53.2 
青森県 26.7 
岩手県 35.2 
宮城県 40.3 
秋田県 32.3 
山形県 30.1 
福島県 32.6 
茨城県 36.6 
栃木県 40.9 
群馬県 35.4 
埼玉県 45.2 
千葉県 39.9 
東京都 ― 
神奈川県 40.8 
新潟県 38.2 
富山県 25.7 
石川県 30.5 
福井県 26.1 
山梨県 43.0 
長野県 31.1 
岐阜県 31.4 
静岡県 34.2 
愛知県 37.8 
三重県 32.2 
滋賀県 36.0 
京都府 46.0 
大阪府 50.0 
兵庫県 39.7 
奈良県 39.4 
和歌山県 46.9 
鳥取県 33.0 
島根県 34.7 
岡山県 34.3 
広島県 35.3 
山口県 36.9 
徳島県 28.9 
香川県 36.0 
愛媛県 41.7 
高知県 41.7 
福岡県 35.7 
佐賀県 32.1 
長崎県 30.1 
熊本県 39.4 
大分県 31.3 
宮崎県 36.5 
鹿児島県 34.6 
沖縄県 47.1 



自損行為による救急搬送率 
（人口10万対; 2007-2011年; 64歳以下） 
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北海道 61.5 
青森県 29.4 
岩手県 37.9 
宮城県 45.5 
秋田県 32.7 
山形県 31.7 
福島県 35.9 
茨城県 40.2 
栃木県 44.1 
群馬県 38.0 
埼玉県 49.6 
千葉県 44.3 
東京都 ― 
神奈川県 45.1 
新潟県 40.3 
富山県 27.2 
石川県 33.7 
福井県 28.2 
山梨県 48.8 
長野県 34.9 
岐阜県 33.1 
静岡県 38.2 
愛知県 41.3 
三重県 36.3 
滋賀県 39.7 
京都府 52.5 
大阪府 56.8 
兵庫県 44.6 
奈良県 44.7 
和歌山県 52.6 
鳥取県 37.9 
島根県 38.4 
岡山県 39.5 
広島県 39.9 
山口県 42.9 
徳島県 33.1 
香川県 42.1 
愛媛県 48.6 
高知県 47.7 
福岡県 39.6 
佐賀県 34.8 
長崎県 33.2 
熊本県 44.5 
大分県 35.0 
宮崎県 39.4 
鹿児島県 39.5 
沖縄県 51.0 



自損行為による救急搬送率 
（人口10万対; 2007-2011年; 65歳以上） 
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北海道 26.4 
青森県 18.5 
岩手県 27.5 
宮城県 21.5 
秋田県 31.1 
山形県 25.7 
福島県 22.2 
茨城県 23.6 
栃木県 28.8 
群馬県 26.5 
埼玉県 26.5 
千葉県 22.2 
東京都 ― 
神奈川県 23.0 
新潟県 32.0 
富山県 21.2 
石川県 19.7 
福井県 19.4 
山梨県 24.3 
長野県 20.1 
岐阜県 25.7 
静岡県 20.7 
愛知県 23.2 
三重県 18.6 
滋賀県 21.2 
京都府 23.9 
大阪府 24.5 
兵庫県 22.1 
奈良県 21.2 
和歌山県 30.5 
鳥取県 18.6 
島根県 25.2 
岡山県 18.0 
広島県 19.4 
山口県 20.5 
徳島県 16.6 
香川県 17.2 
愛媛県 21.7 
高知県 25.8 
福岡県 21.5 
佐賀県 23.2 
長崎県 20.9 
熊本県 24.0 
大分県 20.7 
宮崎県 27.7 
鹿児島県 20.5 
沖縄県 27.5 
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